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本稿は,財 務会計基準審議会(以 下,FASB)基準書第95号「キャッシュ ・
フロー計算書」(SFASNo.95"StatementofCash且ows";1987年)1)における
規制思考上の諸特徴 を,同 基準書に先行するアメリカ会計諸原則(以 下,「先
行会計諸原則」)との比較検討をつうじて明 らかにす ることを目的とするもの
である。ここでいう会計(諸)原 則 とは,会 計専門家団体等によって設定 ・公
表された会計実務の諸規範をさし,企業 に対する強制力を有 していないもの も
含まれている2)。
基準書第95号は,そ れまで資金計算書3)(財政状態変動表)の 開示要件 を規
1)FASB[1987].
2)か かる用語問題については,新 井[1978],19頁以下 を参照のこと。
3)本稿では,と くに断 りがない限 り,財政状態変動表,キ ャッシュ ・フロー計算書,
資金運用表な ど,企 業活動の財務的側面について,そ の調達 と運用 を動的に明
らか にす るこれ らの諸表を一括 して 「資金計算書」 と呼ぶことにする。
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定 していた会計原則審議会(以 下,APB)意 見書第19号(1971年)4)に代わ
るものであり,ア メリカ資金計算書制度の到達点ともいうべ きものである。筆
者の見方 によれば,同 基準書は,キ ャッシュ ・フロー計算書の 「目的」,基礎
概念の 「定義」,さらには,こ れらを包括するものとしての 「認識」規準を主
たる要素 とするものであ り,それらは一個の連鎖的体系を形成するもの となっ
ている。 しか し,こ れまでの先行研究が示 しているように,基 準書におけるか
かる論理構成は,必 ず しも首尾一貫 したものとはなっていないのである。
しかし,本稿は,キ ャッシュ ・フロー計算書はどうあるべきか,と いった問
題の立て方をとるものではない。本稿 は,先行会計諸原則の歴史的経験をとり
あげ,そ こに含 まれている問題の性質を明らかにしなが ら,基準書第95号につ
いての理解を深めようとす るものである。以下での検討を通 じて,FASBが
同基準書の設定にあたり,先行会計諸原則の成果を(肯 定的にせ よ,否定的に
せよ)ど の ように継承 ・摂取 してきたのかを明らかにしてゆきたいと思 う。
なお,検 討にさい しては,一 連の展開の基底 にある会計思想 と一体で,資 金
計算書の問題 をとらえてい くことが重要である。その意味で,本 稿での検討作
業は,基 準書第95号の歴史的 ・理論的位置づけを明 らかにすることにつながる
ばか りか,会 計原則設定問題一般 を論ずる上で興味深い素材を提供 して くれる
であろう。
IFASB基 準書第95号キ ャッシュ ・フロー計算書に関する予備的考察
以下では,本題に入るまえの予備的考察 として,基準書第95号の論理構成 を,
筆者なりに整理することにする。なお,整 理にさいしては,次節以降での検討
に関わる論点に限定することにしたい。また,同 基準書か らの引用等について
は,パ ラグラフ番号によってその出所を示すことにする。
4)AICPA[1971].
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1.キ ャ ッシ ュ ・フロー計算書 の基本 目的
基 準 書 で は,は じ め に,キ ャ ッ シ ュ ・フ ロー 計 算 書 の 「基 本 目 的」
(primarypurpose)が明 らか に され て お り,そ れ は,「企業 の 一期 間お ける
現 金収支(cashreceiptsandcashpayments)に関す る レレバ ン トな情報 を提
供 す るこ と」(par.4)にあ る とされ ている。
当該 目的は,つ ぎに言及す る利用 目的 とは質 的に異 な り,キャ ッシュ ・フロー
計算 書本体 におい ていかな る情報 が記載 されるべ きか を端 的 に示 した もの とな
ってい る。 その意味 で,か か る 目的 は,キ ャッシュ ・フ ロー計算書 にお ける認
識規 準の一部 を構 成す る もの と理解 す るこ ともで きよ う。 なお,本 稿 では,と
くに断 りが ない限 り,「認 識」 とい う語 を,あ る項 目を財務(諸)表 本体 に正
式 に計上す るプ ロセス5)を意味 す るもの として用い る ことにす る。
2.キ ャッシュ ・フロー計算書の情報提供機能
つ ぎに意見書では,キ ャッシュ ・フロー計算書の利用 目的(情 報提供機能)
が示 されている。
基準書によれば,キ ャッシュ ・フロー計算書は,そ れに付随する補足情報 と
ともに,投 資家 ・債権者に対 して,(a)キャッシュ ・フローを生み出す企業の能
力の査定,(b)企業の債務返済能力,配 当支払能力,外 部資金調達の必要性 につ
いての査定,(c)企業の純利益とそれに関連する現金収支 との差異の原因に関す
る査定,(d)企業の投資 ・財務取引における現金的側面と非現金的側面の双方が
財政状態に与える影響についての査定,と いった意思決定に有用な情報を提供
するものとされている(par.5)。このように,意 思決定に有用な情報の提供
を重視 している点が特徴的である。つ ぎに,かかる目的はどのような情報によっ
て達成 されるのかみてゆこう。
5)た と え ば,FASB[1984],par.6を参 照 され た い 。
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3.「定義」としての 「現金および現金等価物」
基準書は,キャッシュ ・フロー計算書の焦点 として,「現金および現金等価物」
(cashandcashequivalent)6)という定義を採用 している。この定義によって,
「キャッシュ ・フロー計算書は,期中における現金および現金等価物の変動 〔要
因〕を説明す る」(par.8)ものとして性格づけ られることになる。すなわち,
かかる定義 は,キ ャッシュ ・フロー計算書における認識を導 くためのフィル
ターとしての役割を果た してお り,し たがって,現 金および現金等価物の期中
変動要因(=フ ロー)と 見なされた項目のみが計算書本体に認識される,と い
うことを含意 している。
これに関連 して,そ れまでのAPB意見書第19号では,証 券の発行に伴 う固
定資産の取得や,社 債から株式への転換 といった取引についても,財 政状態変
動表本体において認識すべ きことが要請されていた。基準書は,これ らは,リー
ス も同様に,現 金および現金等価物の期中変動要因を構成 しない(定 義に該当
しない)「非現金取引」であるため,キ ッシュ ・フロー計算書本体ではな く,
付属明細表において開示すべきであると要請 している(par.32)。
4.「直接法」 と 「間接 法」 をめ ぐる問題点
さ らに,基 準書 に よる と,キ ャ ッシュ ・フロー計 算書 の表示 方法 には,「直
接法」(directmethod)と「間接法」(indirectmethod)との2種 類 が ある と
され ている。 まず,直 接法 とは,現 金収入(得 意先 か らの現金収入 等)の 総額
か ら現金 支出(仕 入 先 に対 する現金支 出等)の 総額 を控 除す る形 式 によ り,営
業活動 か ら得 られ た正 味現 金(netcashprovidedfromoperatingactivities)
を表示す る方法 であ り(par.27),他方,間 接 法 とは,純 利益 に,減 価償却 費や,
棚 卸資産,金 銭債権 ・債務 な どの当期増減 額 を加減調 整す る形式 によ り,営 業
活動 か ら得 られ た正味現 金 を表示す る方法 で ある(par.28)。この説 明か ら,
6)基準書によると,現 金は,手 元現金ならびに要求払い預金をさしてお り(FASB
[1987],par.7,footnote),また,現 金等価物 は,短 期 で流動性 の高い投 資を
意味 し,財 務省短期証券,コ マーシャル ・ペーパーなどが含 まれる(par.9)。
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表1一 ① キャ ッシ ュ ・フロー計 算書(そ の1:直 接法)
1キ ャ ッシュ ・プ ロ・一計算 書(直 接 法 によ る表 示)
(1)営業活 動:
得意先からの現金収入
仕入先 ・従業員への現金の支払
関係会社からの配当金
受取利息
支払利息
支払法人税
その他
営業活動から得られた正味現金
(2)投資活動:
$13,850
(12,000)
20
55
(220)
(325)
L一
投資活動に伴 う正味現金(内訳省略)
(3)財務活動:
財務活動に伴う正味現金(内訳省略)
(4)現金および現金等価物の正味増減額
現金および現金等価物の期首有高
現金および現金等価物の期末残高
$1,365
(1,175)
875
$1,065
600巡
ll純利益から営業活動から得られた正味現金への調整表
純利益$
減価償却費および減耗償却費$445
貸倒引当損当期見積額200
設備売却益(80)
分配前関係会社利益(25)
割賦販売代金の受領100
資産および負債の変化
売上債権の増加
棚卸資産の減少
前払費用の増加
仕入債務 ・未払費用の増加
未払利息 ・未払法人税の増加
繰延税金の増加
その他負債の増加
営業活動から得られた正味現金
(215)
205
(25)
(250)
50
150
50
765
605
皿 投資 ・財務活動に伴う非現金取引に関する情報(省略)
IV会計方針(省略)
巡
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表 霊一② キ ャッシュ ・プロh--d計算書(そ の2間 接法)
1キ ャ ッシ ュ ・フn-一計算 書(間 接 法に よ る表 示)
(1)営業活動:
純利益
減価償却費および減耗償却費
貸倒引当損当期見積額
設備売却益
分配前関係会社利益
割賦販売代金の受領
資産および負債の変化
売上債権の増加
棚卸資産の減少
前払費用の増加
仕入債務 ・未払費用の増加
未払利息 ・未払法人税の増加
繰延税金の増加
その他負債の増加
営業活動から得られた正味現金
(2)投資活動:
$
?
?
445
200
80)
25)
100
(215)
205
(25)
(250)
50
150
50
$ 765
605一
投資活動に伴う正味現金(内訳省略)(1,175)
(3)財務活動:
財務活動に伴う正味現金(内訳省略)875
(4)現金および現金等価物の正味増減額$1,065
現金および現金等価物の期首有高600
現金および現金等価物の期末残高_顕
Hキ ャッシュ ・フm一に関する補足情報:
支払利息および支払法人税等の現金支出(省略)
皿 投資 ・財務活動に伴う非現金取引に関する情報(省略)
VI会計方針(省略)
また,表1一 ①②か ら容易に理解 されるように,両 者の相違は 「営業活動」区
分の表示形式に現れてくる。
ちなみに,基 準書は,直 接法を 「推奨」する一方で,間 接法 も有用な情報を
提供するという理由から,両者の選択を報告主体に委ねている。また,基準書は,
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報告主体が直接法 を選択 した場合には,表1一① に示 したように,問接法のキャ
ッシュ ・フロー計算書における 「営業活動」区分表示に相当する,「利益 と営
業活動から得 られた正味現金 との調整表」 を別表で補足的に公開することを要
請 している(par.30)。
ここで,直 接法,間 接法いずれの方法を採用 しようが,「定義」たる 「現金
および現金等価物」の期中変動要因を認識する点においては変わ りはない。と
ころが,間 接法による 「営業活動」区分表示 は,「現金収支」を表現するもの
ではない(par.111)ので,「現金収支に関するレレバ ン トな情報 を提供す る
こと」 という基本 目的に反 していることが明 らかとなる。すなわち,か かる基
本目的をキャッシュ ・フロー計算書の認識規準の一部としてみた場合には,間
接法はこの規準に抵触することになるのである。そして,こ の点が,直 接法と
間接法の選択を作成者 に委ねた点 とともに,基 準書第95号の最大の問題点とし
て,多 くの論者が指摘 しているところなのである7)。
5.小 括
以上にみる基準書第95号の論理構成を,要 約的に図示すれば,図1の ように
なる。このように,基 準書では,ま ず,キ ャッシュ ・フロー計算書の諸 目的が
提示されたのちに,当 該目的の達成を導 く立場か ら,キ ャッシュ ・フロー計算
書本体における認識規準 と,その他の情報開示のための指針 とが示されている。
その場合,「現金および現金等価物」 という定義は,キ ャッシュ ・フロー計算
書本体において認識すべき項 目と,そ うすべきではない項 目とを区別する上で
の重要な規準 となってお り,いいかえると,キ ャッシュ ・フロー計算書におけ
る認識規準の最 も重要 な要素 となっているのである。
しか し,「現金および現金等価物」の期中変動要因をキャッシュ ・フロー計
算書本体に認識するにあた り,基準書は,直接法 と間接法の選択 を作成者に委
ねてしまっているのであ り,このことは,基準書がかかる定義か らキャッシュ ・
7)こ の 点 は,例 え ば,杉 本 ・洪[1995],とく に,98-102頁を 参 照 さ れ た い 。
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図1FASB基準書第95号の論理構成
(1)「目的」:キャッシュ ・フロー を生み出す企業の能力の査定
お よびその他 の意思決定に有用な情報 の提供一
(2)キャッシュ ・フロー計算書本体
にお ける 「認識」:
・「現金お よび現金等価物」
(ニ 「定義」)のフロー の認識
(a)
直接法へ
・基本 目的:現 金 「収支」に関す
るレレバ ン トな情報の提供
備考:
(3)キャッシュ ・フロー計算書本体
以外 における補足情報
a.利益 と営業活動か らの現金 との
調整表(直 接法の場合のみ)
b.支払利息 ・法人税等の現金支払
額(間 接法の場合 のみ)
c.「定義」 に該 当しない財務 ・投資
活動 に伴 う非現金取引
例:リ ー ス、証券 の発行に伴 う
固定資産の取得 、社債か ら株 式
への転換取引
d.その他 注記(現 金等価物 に含め
られる項 目の範囲に関す る会計
方針 の開示)
(a)直接 法 の 営業 活動 区分 に相 当。(c)間接 法の 営業 活動 区 分に相 当。(b)は:
活動 ・財 務 活動 区 分 に相 当(直 接 法 ・間接 法 双方 に共 通)。
投資
フロー計算書における認識を一意的に導出することがで きなかった,と いうこ
とを示 しているのである。 しか も,「現金収支」に関する情報提供を要求する
基本 目的も,基準書ではたんに啓蒙的に掲 げられているにす ぎず,そ の理論的
根拠は必ず しも明示的ではない。
以上のことか ら,「目的」,「定義」,さらには 「認識」規準を主たる要素 とす
る基準書の論理構成は,必 ず しも首尾一貫 した ものとはなっていないことが理
解 されるのである。 この点は,基 準書第95号の意義 と限界をあらためて見 きわ
める上で,重 要な問題を提起 しているといえよう。
それでは,基 準書第95号にみる 「目的」,「定義」 ・ 「認識」の体系 は,ど の
ように形成 され,な ぜそうならざるを得なかったのであろうか。そこで,次 節
以下では,か かる基準書の論理構成の理論的淵源を探るべ く,先行会計諸原則
における資金計算書の取扱を検討 してゆくことにする。
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皿 定義指向の会計原則における 「資金」の定義と認識問題
リサ　チ 　スタディ
以下,本 節 で は,ア メ リカ公認 会計士協 会(以 下,AICPA)会 計 調査研究
第2号 「キ ャッシュ ・フロ 一ー・…分析 と資金計算 書」(1961年;以下,た んに 「リサー
チ ・ス タデ ィ」 とい う場合 が あ る)8)と,APB意 見書 第19号 「財政状 態 の変
動 に関す る報告」(1971;以下,た ん に 「意見書」 とい う場合 が あ る)9)を主
た る検討 対象 とす る。
(1)会計調 査研究第2号 におけ る 「総財務 資源」概念
1961年のAICPA会 計調査研 究第2号 は,資 金 計算書 に関す る論 点 を包括 的
に取 り扱 うもの であ り,そ れを財務諸表 のひ とつ として公 開すべ きこ とを勧 告
した,ア メ リカ会計 原則史上初 の試 みであ る10)。
そ こで は,ま ず,「 資金」 を どの ように定義すべ きかが議論 されてい る。 当
該議論 は,資 金計算 書 にお ける認識 のあ り方 を大 き く規定す る点 にお いて,か
か る領域 にお ける中心的 な問題 で あった。以下,こ の問題 を中心 に検討 を加 え
て ゆ くことにす る。
1.「資金」 の定義 と しての 「総財 務資源」概 念
会計調査研 究第2号 で は,「資金」の選択 的諸定義 として,① 「文字通 りの現 金」
(literalcash),②「現 金 お よび市 場 性 あ る有価 証 券」(cashandmarketable
securities),③「正 味 貨 幣 資 産」(netmonetaryassets),④「運 転 資 本」
(workingcapita1),⑤「総財務 資源」(allfinancialresources)があげ られて
い る11)。
8)Mason[1961].なお,訳 出にあたっては,染 谷監訳[1963]を参考にした。ただ
し一部改訳。
9)AICPA[1971].
10)なお,会 計調査研究第2号 の前半部分で は,キ ャッシュ ・フロー分析 について
の リサーチがなされている。 これ を含めて,ア メリカ資金計算書制度の生成過
程 とその背景については,牧 田[1995b]を参照 されたい。
11)Mason[1961],pp.51-56.
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一般に,「資金」 は現金に近ければ近いほど,「狭い」概念 とされてお り,①
～④は 「狭い」概念,⑤ は 「広い」概念 と呼ばれる。当時すでに,年 次報告書
における資金計算書公開実務では,運 転資本概念にもとつ く資金計算書が広 く
用いられていたが,同 リサーチ ・スタデ ィが支持 したのは⑤の 「総財務資源」
である。そしてそれは,以 下のように説明 されている。
「"資金"と いう用語を解釈する場合に,〔現金や運転資本等以外に〕もう一
っやや広いアプローチが用いられることがある。これは何人かの論者が指摘す
るように,企 業の内部取引ではな く外部取引から生ずる購買力ないし消費力,
すなわち総財務資源 と考 えるものである。別言すると,この場合,資 金は拡張
され,〔現金勘定 もしくは〕運転資本勘定に影響 しないか,そ こを通過 しない
ような資産 または財務的資源を含むことになる」 〔傍点,引 用者〕12)。
いま,傍点を付した 「何人かの論者」というのは,L.GoldbergやD.A.Corbin
等 を指 し,彼 らは,「資源」のすべての変動(=貸 借対照表における構成要素
のすべての変動)を 認識する資金計算書を支持す る点で共通する13)。このこ
とから,も し,「総財務資源」 という定義が実務において厳格に適用 されるの
であれば,資金計算書は,かかる定義か ら一意的に導かれるものとして,「資源」
の変動について,その「財務」的側面すべてを網羅するものとなろう。かくして,
リサーチ ・スタディは,貸 借対照表の構成要素すべての変動を示す タイプの資
金計算書 を理念的モデルとしなが ら14),その名称 として,「財務活動計算書」
(summaryoffinancialoperations)またはこれに類似するものを推奨するの
である15)。
したがって,か かる定義か ら導かれる資金計算書では,「〔合併 ・企業買収に
12)Mason[1961],p.52.
13)Mason[1961],p.52,footnote.また,Goldberg[1951],Corbin[1960]を参
照 さ れ た い 。
14)但 し,リ サ ー チ ・ス タ デ ィ 第2号 で は,流 動 資 産 ・流 動 資 産 の 個 々 の 変 動 が 重
要 で な い 場 合 に は,た だ 一 つ の 項 目 で 表 示 す る こ と を 認 め て い る(Mason[1961],
P.90)。
15)Mason[1961],pp.56-57.
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まつわる〕株式 ・社債の発行に伴 う固定資産の取得や,固 定資産の受贈ないし
助成」 といった 「企業の財務管理上重要な諸取引の効果」16)も矛盾なく認識
されることになるのである。
これに対 して,「資金」 を現金(あ るいは運転資本)と 定義 した場合,資 金
計算書は 「現金」(あるいは 「運転資本」)の期中変動要因のみを認識するもの
とな り,こ こで問題 となっている財務管理上の取引については,資金計算書本
体において認識されないか,あ るいは,そ れがあたか も現金で購入 されたかの
ように(あ るいは運転資本の変動を伴っているかのように)示 されるという問
題が生ずることになる17)。しか も,か かる取引については,貸 借対照表か ら
も容易 に把握することができない18)。
以上 を要するに,会計調査研究第2号 における 「総財務資源」という定義は,
当時問題 となった合併 ・買収に伴 う複雑な財務政策を資金計算書において反映
させ ようという意図の もとで提起されたものなのである。つぎにかかる定義の
理論的含意を探 ることにしよう。
2.「総財務資源」 という定義の理論的含意
さて,以上にみる 「資金」の選択的諸定義の うち,一方の,い わゆる 「狭い」
概念(① ～④)は,貸 借対照表上の特定の資産(例 えば,現 金)ま たは構成要
素のグループ(例えば,運転資本)に依拠 しているという意味で,「財務的表現」
(financialrepresentation)の次元 における定義であるが,他 方,「広い」概
念たる⑤ の 「総財務資源」は,「購買力」 または 「消費力」 とも特徴づけられ
ていることからも明らかなように,経 済的概念に依拠 した,「現実世界」(real
world)の次元 における定義である19)。まず注 目してお きたいことは,① ～④
16)Mason[1961],p.54.
17)Mason[1961],p.55.
18)例えば,合 併 ・買収 さい して,取 得 した資産 をどのように評価 し,そ の対価 と
してどの ような証券をい くらで発行 したのか,あ るいは,そ の さい,転 換社債
を発行 した場合,い つ株式に転換 され,し か も,一 株あた り利益にどの くらい
の影響 をお よぼすのか,と いった一連の財務政策 とその影響 を想定すれば容易
に理解されるであろう。
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と⑤ とでは,「資金」が 「広い」か 「狭い」か という問題以上に,「資金」が定
義 される次元が異なっているということである。
以上に加え,「資金」を 「(総財務)資 源」 とする定義の理論的含意を理解す
る上で,会 計調査研究第1号 「基礎的会計公準」(1961年)20)と同第3号 「営
利企業のための会計原則試案」(1962年)21)という一連の会計調査研究に言及
してお く必要があろう。
前者 「公準」は,首尾一貫 した会計原則を導 く基礎 となる「公準」(postulates)
の体系を示 したものである。後者 「試案」は,当該 「公準」を基礎に,「資産」
を 「経済的資源」概念 に依拠 して,「経済的便益」22)と定義 し,こ の定義か ら
他の財務諸表構成要素の定義を演繹的に導出しようという試みであ り,その意
味で,藤 井秀樹氏が指摘するように,「定義指向の会計原則」23)として性格づ
けられるものである。
その場合,一 連の会計調査研究では,「実体の有する資源… … とそのすべ
ての変動 を測定す ること」 に,「会計の主たる任務」24)があるとされている。
これは,財務諸表の認識 ・測定は,経 済実態たる資源状態 とそのすべての変動
とをス トレー トに反映するものでなければならない,と いう規制思考を表明 し
たもの となっている。そ して,か かる 「任務」を遂行するものが,「公準」 な
らびに 「試案」がいう,「相互に連携(articulate)し,同一の基礎資料に立脚
する一組 の財務諸表」25)なのであ り,財務諸表の 「中心点」(pivot)26)とし
19)「現 実 世 界 」(ない し対 象)の 定 義 と 「表 現 」の 定 義 の 区 別 に つ い て は,青 柳[1985コ
を 参 照 され た い 。
20)Moonitz[1961].なお,訳 出 に あ た っ て は,佐 藤 ・新 井 共 訳[1962]を 参 考 に
し た 。
21)Sprouse&Moonitz[1962].これ に つ い て も,訳 出 に あ た っ て は,佐 藤 ・新 井
共 訳[1962]を 参 考 に した 。
22)Sprouse&Moonitz[1962],pp.20-21.
23)藤 井[1996(1)]を参 照 さ れ た い 。 藤 井 氏 の 論 文 は 資 金 計 算 書 の 問 題 を 取 り扱 う
も の で は な い が,本 稿 は,同 論 文 を筆 者 な り に 解 釈 しつ つ,藤 井 氏 の 用 語 法 を
資 金 計 算 書 の 問 題 に援 用 した もの で あ る 。
24)Sprouse&Moonitz[1962],pp.11-12.
25)Moonits[1961],p.27,Sprouse&Moonitz[1962],p.4.
26)Moonits[1961],p.27.
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ての貸借対照表以下,損益計算書,留保利益計算書,資金計算書なのである27)。
すなわち,一 連の会計調査研究において,資 金計算書は,か かる 「会計の主た
る任務」の達成を導 く一翼 を担うものとして位置づけられていることが明らか
となるのである。
以上のことから,会計調査研究第2号 における「総財務資源」という定義とは,
経済実態 と財務諸表における認識(な いし測定)と の一致を求める強い規制思
考の もとで提起されたものであることが理解 されるのである。そして,こ の定
義を基礎 とした,す べての資源の変動を認識する資金計算書の提唱は,か かる
規制思考 を過不足な く体現 したもの となっているのである。会計調査研究第2
号で提示 された定義の主たる理論的含意は,ま さにこの点にあるといってよい
であろう。
(2)APB意見書 第19号(財政状態変動表)に みる定義 と認識
1.意 見書第19号における 「広い概念」
1971年のAPB意見書第19号は,会 計調査研究第2号 の延長線上に位置する
ものであ り,い わゆる 「一般に認められた会計原則」 として,資 金計算書(財
政状態変動表)を 基本財務諸表 として公開することを初めて義務づけたもので
ある28)。それでは,同 意見書 において,定 義 と認識の問題は,ど のように論
じられているのであろうか。つ ぎの叙述をみておこう。
「〔会計原則〕審議会は,財政状態の変動を要約する計算書 〔財政状態変動
表のこと一引用者〕は,財 政状態のすべての変動 を網羅する広い概念に基づ く
こと……を結論づけるものである。各報告主体の 〔財政状態〕変動表は,現 金
あるいは運転資本以外の構成諸要素に直接影響するしないにかかわ らず,そ の
27)Moonits[1961],p.27-28,Sprouse&Moonitz[1962],p.4.
28)AICPA[1971].なお,AICPAは,1963年に,APB意 見書 第3号 「資金の源
泉 と運用 に関する計算書」(AICPA[1963])を公表 した(た だし,そ こでの資
金計算書 は 「補足表」 にす ぎず,そ の公 開も義務づけ られなかった)が,こ れ
については,そ の内容において,基 本的に会計調査研究第2号 と同 じもの となっ
ているので,検 討対象か ら除外 した。
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財務および投資活動の全 ての重要 な諸側面 を開示するものでなければならな
い。例えば,証 券またはその他の固定資産 との交換に伴 う固定資産の取得や,
長期負債あるいは優先株式か ら普通株式への転換 は,当該変動表に適切 に反映
されなければならない」 〔傍点,引 用者〕29)。
以上の叙述では,会 計調査研究第2号 との比較において,つ ぎのような相違
がみ られる。それは,第1に,「 資金」あるいは 「資源」 なる用語が完全に消
滅 していること,第2に,証 券またはその他の固定資産 との交換 に伴 う固定資
産の取得に加えて,新 たに,長 期負債あるいは優先株式か ら普通株式への転換
について も勧告 されていることである。
もっとも,意見書公表の基礎 となったAPBス テー トメント第4号 「企業の
財務諸表のための基礎的諸概念 と会計原則」(1970年)では,貸 借対照表は経
済的 「資源」(および 「責務」)の状態 を包括的に示す財政状態表であり,損益
計算書,留 保利益計算書,資 金計算書は,財 政状態の変動を示す財務(諸)30)
として体系づけられている。 このことから,意見書のいう 「財政状態の全ての
変動」 とは,「資源」(および 「責務」)のすべ ての変動を示唆 しているものと
いえよう。
したがって,そ の限 りでいえば,意 見書第19号における財政状態変動表は,
貸借対照表の全構成要素の変動 を認識する資金計算書を理念的モデルとしてい
ることには変わ りはな く,その論理構成において,会 計調査研究第2号 におけ
るそれ と同一の系に属するものとなっているのである。
2.意見書第19号における定義と認識 との分離
ところが,財 政状態変動表の内容表示,す なわち,「認識」にかかわる意見
書の勧告内容 をもう少 し詳細に検討 してみると,そ こでは,財 政状態変動表の
形式が,(1)「現金(フ ロー)」表示する場合 と,(2)「運転資本(フ ロー)」を
表示する場合 とに分けて議論されているのである。
29)AICPA[1971],par.8.
30)AICPA[1970],pars.15-16,130-133を 参 照 さ れ た い 。
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表2財 政状態変動表(運転基本基準)
財務資源の源泉:
(1)運転資本の源泉:
異常項目控除前当期利益$27,000
減価償却およびアモーチゼイション… ・…_」魍
営業から得られた運転資本$
異常項目により得られた運転資本(内訳省略)
その他の運転資本の源泉
運転資本の源泉合
35,000
65,000
鯉
$105,000
(2)運転資本に影響をおよぼさない財務資源の源泉:
土地所得のために発行した社債$25,000
社債償還のために発行した優先株20,000
その他の資産取得のために発行した優先株10,000
合 計 _型
(3)財務資源の源泉合計$160000
財務資源の運用:
(1)財務 資源 の運用(内 訳省 略)$29,000
(2)運転 資本 に影響 をお よ ぼ さな い財務 資源 の運 用:
社債 の発 行 に よる土地 の取 得$25,000
優 先株 の発行 によ る社 債 の償還20,000
優 先株 の発行 に よるそ の他 資産 の取得 … …10,000
合 計55,000
期 中にお ける正 味運転 資本 の増加 額 _型
(3)財務資 源 の運用合 計$160.000
以下、運転資本勘定の変動に関する明細表(省略)
出所)WelschetaL[1972].
注)表 中 の分類 記号 に つい て は、筆 者 が表 の作成 にあた り便 宜的 につ け たもの
で あ る。 ま た、表 の レイア ウ トにつ いて は一部 を変 更 してい る。
意見書によれば,(1)「形式が現金のフローを示すものである場合,現 金以外
の運転資本の項 目(例えば,売上債権,棚卸資産および仕入債務等)の変動は,
現金の源泉および使途を構成するものであるか ら,〔財政状態〕変動おいて適
切 に開示 されなければならない」こと,他方,(2)「形式が運転資本のフローを
表示する」場合には,「運転資本の構成要素の変動」が 「〔財政状態〕変動表に
従属する付表」(=運転資本明細表)において表示されなければならないこと31),
が勧告 されているのである。
要するに,財政状態変動表には,「現金(フロー)基準」と「運転資本(フロー)
基準」 とがあ り,いずれを選択するかは報告主体の自由(後 者の場合には運転
31)AICPA[1971],par.12.
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資本明細表が添付されるべ き)で あること,そ して,い ずれの場合にも,証券
ないし他の資産との交換 による固定資産の取得,証 券か ら株式への転換取引な
どは財政状態変動表本体において認識されなければならない,と いうのが意見
書の意図するところなのである。参考 までに,表2に おいて,G.A.Welsch
等 における,「運転資本(フ ロー)基 準」 によって作成 された財政状態変動表
の雛形を示 しておこう。
すでに述べたように,意見書第19号は,一連の会計調査研究における 「資源」
ないし 「広い」概念を継承することにより,現金ない し運転資本概念のもとで
は資金計算書本体か ら除外 されるかまたは明示的ではない重要な財務管理上の
取引を,資金計算書本体 において認識することの必要性を説 くものであった。
しかし他方において,同意見書における 「広い」定義 とは,通俗的には 「狭い」
概念であ り,「資金」の選択的諸定義 とされてきたはずの,「現金(フ ロー)」
概念や 「運転資本(フ ロー)」概念 を包括 し,相対化する定義 ともなっている
のである。すなわち,これを要するに,意見書第19号では,定義として 「広い」
概念が提唱 されている一方で,そ の制度的運用にあたっては 「狭い」概念が登
場 して くるという意味で,一種の二元的論理構成がとられてお り,換言すれば,
定義 と認識 との関係の希薄化ないし分離 というべ き状況が生みだされているの
である。
しかも,以 上にみる意見書の勧告は,多 くの企業が証券の発行に伴 う固定資
産の取得 などの取引を財政状態変動表 に表示 しなかった32)ために,事 実上,
伝統的な運転資本概念に基づ く資金計算書公開実務を引 き続 き容認する結果を
もたらしたのである。
32)その理由は,か かる取引が行われていなかったか,行 われていたとして も意見
書 の基底 に作成者が従わなかったか,の どちらかである。 この点 については,
今後 さらに明 らかにするつ もりである。
33)この点について,Spiller&Virgil[1974]はいう。「意見書はしばしば運転資本
より広い概念 を採用 しているが,必 ず しも明確 に概念の変更 を要求 したわけで
はない。 ……ある種の取引が 〔意見書の〕要求 どお りに開示 されてい る限 り,
その基礎 として どのような資金概念 を採用 してもかまわないし,基 礎 となる資
金がな くてもよいのである」(p.115)。
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さて,当 初 か ら,AICPA会計原則が提起 した 「広 い」概念,と りわけ
APB意見書第19号に対 しては,そ の定義が 「曖昧」 ないし 「多義的」である
という批判があった33)。「資金」を 「現金」や 「運転資本」 という表現世界の
次元において一義的に定義す る人々(=「狭い」概念 を支持する者)からすれば,
かかる批判は当然のことか もしれない。 これまで明らかにしてきたように,意
見書第19号にみる定義のかかる 「曖昧 さ」の理論的基底 は,定義 と認識の分離
にあるというのが,筆 者の見方である。
では,か かる定義 と認識の分離は,そ の後のFASBの展開において,ど の
ように克服されたのであろうか。あるいは克服されなかったのであろうか。 し
か し,以上の検討のみをもってこの問いに答えることはできない。アメリカ会
計原則のもう一方の展開をみなければならないからである。
N.目的指向の会計原則におけるキャッシュ ・フロー計算書の萌芽
財務諸表(あ るいは財務報告)の 目的を 「利用者が経済的意思決定を行 う上
で有用な情報を提供すること」 に求める基本的接近法は,「意思決定一有用性
アプローチ」(decision-usefulnessapproach)と総称 されている。周知の 「基
礎的会計理論」(1966年;以下,"ASOBAT")は,アメリカ会計学会(以 下,
AAA)の公式見解 として,こ のアプローチを初めて定式化 した ものであ り,
藤井秀樹氏のいう 「目的指向の会計原則」34)の出発 点となったものである。
34)藤井[1996(2)]を参照 されたい。 なお,こ の用語法 について も,藤 井氏 の論文
を筆者な りに検討 しつつ,援 用 したものである。
35)前節でみたAPBス テー トメントNo4は,財務諸表 目的として,財 務諸表の利用
者が経済的意思決 定 を行 う上で有用 な情報 を提供す るこ と(AICPA[1970],
par.73)を掲げている。 また,同 意見書No19も同様である。その点で,こ れ ら
は目的指 向の会計原則 として扱 うべ きか もしれない。 しか し,そ う しなかった
主要な理 由は,(1)定義指 向の会計原則は,意 思決定 一有用性アプローチ とは中
立的に存立 しうること,(2)同ステー トメ ントでは,意 思決定 一有用性 アプロー
チ的な表明がたんに羅列的に述べ られているにす ぎず,体 系化 されていない こ
と,の2点 である。 また,意 見書No19について も同様 に考 えた。
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以下,本 節では,意 思決定 一有用性 アプローチの特徴について必要な限 り言
及 しなが ら,ASOBAT以降の 目的指向の会計原則の系譜35)における資金計
算書の取扱について検討 してゆくことにしよう。
(1)ASOBATからAAA外部報告委員会 レポー トへの展開
周知のように,ASOBATは,潜 在的な会計情報を評価するための規準 とし
て,目 的適合性以下,4つ の 「会計情報基準」36)を提示することを通 じて,
会計情報 の有用性 の改善 を図ろ うとした ものであ る37)。そ して,か か る
ASOBATの理念 を継承 し,そ の 「基準」に照らして外部報告実務 を評価 し,
そのあるべ き方向性 についてい くつかの提言を試みた ものが,「外部報告実務
の評価」 と題された1969年のAAA外 部報告委員会 レポー ト38)である。
同 レポー トは,まず,利用者の意思決定プロセスを「モデル化」39)(modeling)
するところか ら議論 を開始する。同レポー トは,ま ず,利 用者の意思決定モデ
ルとして,将 来キャッシュ ・フローの割引現在価値モデルを提示 したのち利用
者(と りわけ普通株主)の 外部報告に対する情報ニーズがかかるモデルにおい
て割引の対象とされる将来キャッシュ ・フロー(将 来配当)の 期待流列の予測
に有用な情報にあると表明するのであ り,将来キャッシュ ・フローの予測にと
って,い かなる情報が提供されるべきかという観点から,財務報告のあるべ き
36)AAA[1966],pp.8-13を参照の こと。
37)ASOBATにおける資金計算書の取 り扱いについては,特筆すべ きものはないが,
「ある利用者 にとっては,将 来の財政状態 と債務支払能力を予測 しようと努め
ることの方が利益を予測することよりもはるか に重要 となる場合がある」 と指
摘 した上で,「過去数期間にわたる現金または運転資本フローに関す る諸表は,
(a)様々 な種類 の取引が,そ の性質において反復的であるかそれ とも非反復的で
あるのか,(b)経営政策や環境要因の変化によってもたらされうる影響,と いう
ような諸要因について正 しく考慮 されるのであれば,こ のような予測 に有用 と
なるであろう」 と述べている(AAA[1966],pp.24-25)。
38)AAA[1969].
39)AAA「会計理論お よび理論承認に関す るステー トメン ト」によれば,意 思決定
一有用性アプローチは,「意思決定モデル ・アプローチ」と 「意思決定者アプロー
チ」 とに分類 される(AAA[1977],p.10)。本稿で問題 としているのは,前 者
の 「意思決定モデルアプローチ」である。
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姿 を提言 しようとするのである40)。
1.外部報告委員会 レポー トにおける短期貨幣フロー計算書の提唱
では,外 部報告委員会レポー トにおいて,資 金計算書についてどのように議
論 されているのであろうか。まず,注 目されるのはつ ぎの主張である。
「〔フローに関する〕歴史的諸表のなかで,投資家お よび債権者にとって最
も目的適合性 を有するものが資金計算書である。……現在および過去 における
歴史的なキャッシュまたは資金フローの属性は,将 来キャッシュ ・フローの予
測にとって適合的な先行指標である。 しかし,資金計算書に含まれてるいくつ
かの項 目は,目 的適合性の程度においてそれぞれ異なるので,〔ASOBATで
提起 された〕その他の諸基準に照 らして,個 々に吟味する必要がある」41)。
そこで,外 部報告委員会レポー トは,伝統的な運転資本概念に基づ く資金計
算書 をとりあげ,つ ぎのように吟味するのである。
「伝統的な資金計算書は……通常,運 転資本の変動要因のみを示す」が,そ
こにおいて 「純利益に減価償却やその他の非資金的項 目を加算する」 ことによ
り,「営業活動か ら生ず る資金源泉を計算す る方法」は,「不偏性(freefrombias)
か らみて十分ではない」42)。なぜなら,「運転資本の変化の金額 を決定するた
めの測定には,棚 卸資産やその他非貨幣的流動項目にさまざまな測定 〔ないし
配分〕手続が とられているため,運 転資本項 目への投資 〔に向けられた現金〕
の実際的な変化を適切に記述 しない」43)からである。
しかし,同 レポー トは,運 転資本概念に基づ く資金計算書に含まれる上記以
外の項 目,例 えば,資 産の売却収入や,株 式 ・社債の発行のような資金源泉項
目や,配当,社債の償還,工場や設備の取得のような資金の運用項 目については,
過去のキャッシュ ・フローの属性 を示 しているので,将 来キャッシュ ・フロー
の予測にとって適合的であ り,また,計 数化可能性,検 証可能性,不 偏性のす
40)AAA[1979],pp.79-88,ならび に,牧 田[1995a]を参 照 さ れ た い 。
41)AAA[1979],p。111,
42)AAA[1979],p.111.
43)AAA[1979],p.112.
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べてを満たしているというのである44)。
以上を要するに,外 部報告委員会レポー トは,将 来キャッシュ ・フローの予
測にとって,資 金計算書を最 も有用なフローに関する財務表であると位置づけ
ながらも,伝 統的な運転資本概念に基づ く資金計算書に対 しては,そ れが原価
配分などの会計上の見積の影響を受け,不偏性の基準に反しているとの理由か
ら,否 定的な見方 を示 しているのである45)。そ こで,同 レポー トは,資 金計
算書では 「営業活動か ら生ずるキャッシュ ・フロー と配当 との相互関係 を観察
しうるような情報が示 されるべ きである」46)とし,現金収支ない し貨幣収支を
基調 とする 「短期貨幣フロー計算書」(statementofcurrentmonetaryflows)
を提案するのである47)。
2.「定義に基づかない資金計算書」の理論的含意
さて,外 部報告委員会 レポー トにおける資金計算書に関する議論では,資 金
計算書のあ り方がもっぱらキャッシュ ・フロー予測 目的有用性 との関連 におい
て議論 されているところに最大の特徴がある。かかる議論は,以 下に述べ るよ
うに,前 節でみた定義指向の会計原則における議論 と極めて異なっているとい
えよう。
定義指向の会計原則がそうであるゆえんは,定義の問題が現実世界における
対象物 との関連から論 じられ,定 義から財務諸表における認識を演繹的かつ一
意的に導 き出そ うというところにあった。そ して,こ のことは,資 金計算書 に
ついても同様であった。すなわち,そ こでは,「資金 とは何か」 ということが
まず提起され,「資金」が現実世界 における 「資源」 と定義された場合には,
44)AAA[1979],p.111.
45)この点 については,同 レポー トが,伝 統的な損益計算書の有用性 を強 く否定 し
ていることを理解 してお く必要がある。すなわち,同 レポー トは,「純利益それ
のみの目的適合性 は,営 業取引か らのキャッシュ ・フロー総計の代替物 として
非常 に低い」とし,また,損益計算書は,「不偏性」の基準に適合 しないとい う 「欠
陥」が あ り,「過去お よび将 来にわたる原価 配分の差異 に最 も頻繁 に現れ る」
(AAA[1969],pp,110-111)と述べているのである。
46)AAA[1969],p.113.
47)AAA[1969],p.117.
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定義 と認識 との首尾一貫性の追求が最大の目標 となったのである。したがって,
当該議論においては,全 ての資源の変動(=貸 借対照表の構成要素の全ての変
動要因)を 示す資金計算書が理念型 とされざるを得なかったのである。
これに対 して,外 部報告委員会レポー トでは,短期貨幣フロー計算書を提案
するにあた り,伝統的な運転資本概念 に基づ く資金計算書 をASOBATにおけ
る 「会計情報基準」 に照 らし合わせて吟味しているにすぎないのである。そも
そも,か かる 「基準」 とは,「会計情報が有用 となるにはどのような性格 を持
たなければならないか」をテス トするためにつ くりだされたものである48)。
このことに含意されているように,目 的指向の会計原則では,あ くまでも会計
情報の意思決定一有用性が追求 されるべ き最大 目標であ り,それゆえ,定 義 と
認識 に関する精緻な議論 は,意思決定一有用性の改善に寄与する限りにおいて
しか意味を持たないことになるのである。いや,同 レポー トでは,「資金とは
何か」 という問題設定や,定 義に関する議論が全 くなされていないのである。
その意味で,外 部報告委員会 レポー トにおける短期貨幣フロー計算書の提案
は,「定義に基づかない資金計算書」49)の提案 といえよう。およそそ うである
がゆえに,同 レポー トでは,短 期貨幣フロー計算書そのものの認識に関する詳
細な議論ができていないのである。 このことから,短期貨幣フロー計算書の提
案にみる外部報告委員会 レポー トの理論的意義は,将 来キャッシュ ・フローの
予測にとって(現 金収支ない し貨幣収支という意味での)過 去のキャッシュ ・
フローが有用 となるという基本指向を大づかみに提示 したにすぎない,と 評す
ることもできよう。
しか し,別稿で指摘 したように,短期貨幣フロー計算書は,そ れが定義 に基
づか ない提案 とはいえ,FASBが提起 した 「現金お よび現金等価物」 を基調
とする 「直接法」のキャッシュ ・フロー計算書 と内容 ・形式においてい くつか
48)AAA[1977],p.17.
49)このことは,外 部報告委員会 レポー ト全般 にいえることであ る。同 レポー トで
はその他の財務諸表構成要素の定義,例 えば,資 産の定義に関する議論 は全 く
なされていない。 このことは,ASOBATも 同様である。
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の共通点がある50)。その意味で,外部報告委員会 レポ ・ートは,つ ぎにみる トゥ
ルーブラッド委員会報告 とともに,資 金計算書のその後の展開を方向付ける重
要な分岐点 となった といえよう。
(2)AICPAトゥル ーブ ラ ッ ド委員会報告
1973年のAICPA「 財務 諸表の諸 目的に関す るス タデ ィグルーフ.の報告」(以
下,通 称 に な らい,「 トゥルー ブ ラッ ド報 告」 と してお く)は,財 務 諸表 目的
と して 「意 思決 定 に有用 な情報 の提 供」51)に始 まる12個の 目的命 題 の階層 的
構造 の体 系化 を意 図 した ものであ り,そ の さい,か か る 目的 の達 成 ために考慮
され るべ き評価 規準 と して,目 的 適合性 以下,8種 類 の 「質的特 徴」52)を示
している。
同報 告で は,「意思決 定 に有 用 な情 報 の提 供」 か ら派生 され る重要 な 目的命
題の一 つ と して,企 業 の将 来キ ャ ッシュ ・フロー産 出能力 を意 味す る,収 益 力
の予測 に有 用 な情報 を提供 す る こ と53)が掲 げ られ てい る。 そ の意味 で,ト ゥ
ルー ブラ ッ ド報告 の基 本指 向は,と りわけ外 部報告委 員会 レポー トのそ れを,
基 本的 には踏襲す る もの となってい るのであ る。
1.「事実性情 報」 と しての財務活動 計算書 の提 案
トゥルー ブ ラッ ド報告,「正 味当座 資産」 現金 お よび将来確 実 な現 金収
入(売 上債権 等)マ イナス将 来確 実 な現金支 出(仕 入債 務等)の 「収支」
を基 調 とす る 「財 務 活動 計 算 書」(statementoffinancialactivities)とい う
資金計算 書 を提案 してい る(表3)54)。 その前提 となってい るのは,「利益稼
得 サ イクル」 とい う概 念 であ り,「企 業の収益 力 を予測 し,比 較 し,そ して評
価 す る上 で有用 な,取 引お よびその他事象 に関す る事実性 情報 と解釈性 情報 と
50)この点については,牧 田[1995a]を参照されたい。
51)AICPA[1973],p.13.
52)AICPA[1973],pp.57-60.
53)AICPA[1973],p.20,pp.23-24.
54)AICPA[1973],pp.37-38.
55)AICPA[1973],p.34.
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を提供すること」55)という目的命題である。
同報告 による と,「利益稼得サイクル」 とは,将 来キャッシュ ・フローの増
大 という企業の究極的目標 に関連づけ られた諸活動を意味する56)。財務諸表
における認識 ・測定は利益稼得サイクルに関連づけて行われるべ きであ り,そ
の場合,貸 借対照表では未完結のサイクルに関する情報が,損 益計算書では完
結 したサイクルと未完結なサイクルの進行状況とに関する情報が,提 供 される
ことになる57)。これ らは,「その双方とも,未 完結のサイクルの完結程度に関
58)
する 〔作成者の主観的な〕判断 〔あるいは見積,解 釈〕によって左右され」
るという意味で 「解釈性情報」(interpretiveinformation)である。他方,作
成者の主観に依拠せず,「客観的に測定可能」59)な「事実性情報」(factualin-
formation)も有用 となる。 なぜな ら,利用者は事実性情報な くして,作 成者
の判断や見積,解 釈の意味や,そ の他の不確実性要因を評価することがで きな
いからである60)。
トゥルーブラッド報告は,以上のような議論を通 じて,利 益稼得サイクルに
関わる解釈性情報だけではなく,作成者の主観に左右 されない事実性情報 も将
来キャッシュ ・フロー予測にとって有用 となると結論づけるのである。そ して
かかる事実性情報の強調が,正 味当座資産の 「収支」 を基調 とする財務活動計
算書の提案に帰着す るのである。すなわち言 う。「財務活動計算書の重要な目
的は,事 実性情報を強調するために財務的諸活動の秩序ある分類を表示するこ
とであ」 り,そ こでは 「将来確実に現金収支となる取引が……主題 とされなけ
ればならない」。したがって,「財務活動計算書には,い かなるた ぐいの配分 も
含 まれていない」 し,「事象の意味す るところを見積 もった り解釈 した りする
ことは何 も含 まれていない」61)。
56)AICPA[1973],pp.27-28.
57)AICPA[1973],pp.35-37.
58)AICPA[1973],p.37
59)AICPA[1973],p.33.
60)AICPA[1973],p.34.
61)AICPA[1973],pp.37-38.
182 商 学 討 究 第48巻第1号
2.「データ拡大」による有用性の改善
以上のことか ら,財務活動計算書に関わる トゥルーブラッド報告の議論を特徴
づける論点として,(1)当該議論が将来キャッシュ ・フローの予測 一有用性の観点
か ら論 じられていること,(2)財務活動計算書の 「事実性情報」 としての性格づけ
に関連 して,原価配分その他会計上の見積 ・判断の影響を当該計算書か ら排除す
ることを提案 していること,(3)財務活動計算書の認識の基礎 となる定義 として
「正味当座資産」概念 を表明 していることの,3点を指摘することができよう。
ここで,(1×2)については,外 部報告委員会 レポー トにおける短期貨幣フロー計
算書の提案 と共通 しているので詳論 しない。問題は(3)についてである。
トゥルーブラッド報告は,正 味当座資産概念 という定義の表明に先立ち,財
務活動計算書は現金収支を主題 とすべ きか,現 金化の確実性の高い収支を主題
とすべ きかという問題 を提起 しながら,「キャッシュ ・フローに重点をお」 く
前者 よりも,「〔将来において〕確実なキャッシュ ・フローという実質的な側面
に重点をお く」62)後者の方が有用であるとして,当 該定義 を支持 しているの
である。す なわち,同 報告は,「キャッシュ ・フロー」 を 「現金収支」 と一意
的に理解 した上で,将 来予測の観点か ら,「キャッシュ ・フロー」 に 「将来に
おける確実性」 という操作を加味することによって,正 味当座資産の 「収支」
という認識規準 を示 しているのである。同報告の定義 ・認識に関する論理構成
はそれな りに体系だったものとなっている。この点で,定 義や認識に関わる議
論をほとん ど欠いていた外部報告委員会 レポー トにおける短期貨幣フロー計算
書の提案と大 きく異なっているといえよう。
ところが,以上にかかわって,是非 とも付言 してお く必要があることは,トゥ
ルーブラッド報告が,上 記の提案以外に加え,買付予約 ・販売受注,リ ース,
在庫投資などの期中変動額についても,補足表ない し注記において開示すべき
よう提案 していることである63)。
62)AICPA[1973],p.38.
63)AICPA[1973],pp.38.
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リースは,た とえそれがオン ・バ ランスの対象となったとしても,その契約
時点において正味当座資産の変動 を伴わないし,ま た,買付予約 ・販売受注に
ついてはあえて言うまでもない。 さらに注 目すべきは,在庫投資(棚 卸資産)
についてである。これは,い わゆる 「間接法」においては,正 味当座資産の期
中変動要因を構成するス トックの変動 としては認識されるが,し か し,正味当
座資産の 「収支」 として認識で きない取引ないし事象である。
すなわち,ト ゥルーブラッド報告は,財 務活動計算書本体における認識規準
を相当程度明確に表明する一方で,当 該規準に該当しない取引や事象について
は,い わゆる 「データ拡大」(dataexpansion)64)によって対応 しようとしてい
るのである。
表3ト ゥルーブラッ ド報告における財務活動計算書
1財 務資源の調達と運用
(1)調達 の 部:
a.営業活動
製品売上高
b.その他諸活動
(内訳省略)
c.調達額合計
(2)運用 の 部=
a.営業活動
材料仕入高
直接人件費
間接人件費
リース料
広告宣伝費
その他外部サービス
建物 ・機械設備取得
合 計
b.その他諸活動
(内訳省略)
c.諸税支払額
d.運用額合計
$4,140,000
型
$_遡
$ 1,450,000
1,245,000
420,000
215,000
400,000
460,000
700,000
4,890,000
425,000
420,000
5,375,000
(3)財務資源の正味増加額9i=L91E,99g)
II正 味財務 資源 の増減 内訳
(1)財務資 源 の増加(減 少):
現金 預金$(95,000)
売上債 権150,000
還 付債 権s2g,ggg)
正 味増減 額$⊥ 遡
(2)流動負 債 の増加:
仕入 債務$375,000
未 払費用 ・引当金135,000
連邦 法人所 得税 _盟
正 味増減 額$610,000
(3)財務資 源 の
期 中正 味増減 額$(645.000)
皿 在庫 投資 増減 内訳
棚卸 資産 の仕入 ・製 造へ の投入 高:
材料 費$1,450,000
労務 費980,000
外 注 ・加 工費755,000
減価 償 却費 __ヱ遡
投入 高合 計3,260,000
控除:売 却 棚卸 資産 _遡
在 庫投 資正 味増減 額 」Lヱ型 Ω9
VI買 付 予約 ・受 注残 高 の状 況(以 下省 略)
64)AAA[1977],p.37.
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すでに述べてきたように,目 的指向の会計原則においては,会計情報の意思
決定 一有用性が会計規制上の最高規範的価値 とされる。 したがって,当 該議論
においては,定 義 ・認識の要件に該当 しない事象ないし取引についても,そ れ
らが意思決定 ・有用性の改善に寄与すると見なされた場合 には,い わゆる 「追
加的公開」(additionaldisclosure)の次元における 「データ拡大」による問題
解決に道が開かれることにもなるのである。
N1980年FASB「討議資料」における問題提起 とその帰結
1980年,FASBは,周知の 「概念 フレームワーク ・プロジェク ト」の一環
として,討 議資料 「資金 フロー,流 動性お よび財務弾力性の報告」(以下,「討
議資料」)を公表 し,こ れをもって,APB意 見書第19号の見直 し作業に本格
的に着手す ることになった。かかる討議資料は,資 金計算書に関す る論点を
FASBなりの観点か ら整理するものであ り,そ の意味で,先 行会計諸原則 と
基準書第95号とのいわば橋渡 し役 となったものである。
では,討 議資料 において定義指向の会計原則の成果 と目的指向の会計原則に
おける成果 とが,ど のように絡み合って反映されているのであろうか。以下で
は,前 節までの考察を総括 しなが ら,この問題について検討を加えたのちに,
その延長線上にある基準書第95号を再吟味することにする。なお,討 議資料か
らの引用 は,パ ラグラフ番号によって出所を示す。
(1)「現金および現金等価物」への転換の基底
1.「資金 フロー」の本質規定 としての 「キャッシュ ・フロー」
さて,討 議資料 における資金計算書に関する議論のなかで,そ の特徴を最 も
如実に示 しているのが,「資金」の定義についての問題提起である。討議資料は,
「資金とは,あ る特定の資産,資 産のグループ,あ るいは資産 ・負債のグルー
プによって定義され うるものである」(par.71)とした上で,「資金」を定義
するさいの判断基準を,以 下のように示 している。
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「一般に,資金フロー報告において用いられる資金の定義が広ければ広いほ
ど,キ ャッシュ ・フローを表現する(berepresentative)もの としてふさわし
いものではない。 したがって,よ り狭い資金の定義を焦点とすれば,資 金計算
書 をより有用 もの とす ることができる」〔傍点,引 用者〕(par.72)。
その場合,討 議資料 は,「資金」の選択的諸定義 として,「運転資本」,「正味
貨幣性資産」,「現金および短期投資」(cashandshort-terminvestments),お
よび 「現金」 を提示す るのであるが65),明らかなように,こ こでは,か つて
定義指向の会計原則で提起された 「資源」ないし 「広い」概念は,形 式上は否
定されるに至ってお り,は じめから議論の対象外 となっているのである。この
ことに関連 して,以 上の表明はつぎの諸点を含意 しているといえよう。
ひとつは,傍 点を付 した 「表現」とい うことばに象徴 されているように,討
議資料は,「現実世界」の定義 と 「財務的表現」の定義 とを暗黙のうちに区別
していることである。す なわち,「資金(フ ロー)」の本質を 「現実世界」の次
元における 「キャッシュ ・フロー」 と規定 しなが らも,「資金(フ ロー)」の定
義それ自体については 「財務的表現」の次元において規定しているのである。
もうひとつは,討議資料が,「より狭い」=「キャッシュ ・フローを表現す る」
定義 こそ望ましい とした上で,暗 黙の うちに,「よ り現金に近い」定義 こそ選
択 されるべ きと示唆 していることである。このことをつうじて,「現実世界」
と 「財務的表現」たる 「資金フロー」 との一意性 を追求し,APB意 見書第19
号における定義の 「曖昧 さ」を克服 しようとしているのである。
以上のことか ら,討 議資料 は,「資源」 ないし 「広い」概念 を形式的には否
定 しながらも,「現実世界」の対象物の定義か ら「財務的表現」たる「資金フロー」
を一意的に導 き出そ うとす る,そ の論理構成をみる限 りにおいて,定 義指向の
会計原則 における基本指向を踏襲 したもの となっているのである。
65)FASB[1980],par,72.
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2.「キャッシュ ・フロー指向」との有機的結合
とはいえ,以 上にみる討議資料の問題提起を,た んなる 「狭い」概念への回
帰 として見た り,あるいは,定 義指向の会計原則 における基本指向をたんに摂
取 したものとして理解することは,決 して許されないであろう。とい うのは,
討議資料が,「採用 される資金の定義は,利 用者が将来キャッシュ ・フローを
査定するにさいして,そ の目的に最 もレレバ ントな情報を提供するものでなけ
ればならない」(par.73)とも明言 しているか らである。
これは,す でにみた 「外部報告委員会レポー ト」および 「トゥルーブラッド
報告」 において,さ らには,周 知のFASB概念ステー トメン ト第1号 「財務
報告 の諸 目的」(1976年)において展 開された,「キ ャッシュ ・フロー指 向」
(cashfloworientation)66)を表明した ものに他 ならないが,こ のことにより,
討議資料の掲 げる 「資金フロー」の選択的諸定義それ自体が,将来キャッシュ ・
フロー予測 目的 一有用性の見地か ら個々に吟味されることになるのである。
すなわち,こ れまでの議論 を要するに,討 議資料では,① 「資金フロー」の
本質規定 としての 「キャッシュ ・フロー」→ ② 「キャッシュ ・フロー」の表
現 としての 「資金 フロー」の選択的諸定義→ ③ 「現実世界 と表現 との一致」
ならびに 「キャッシュ ・フロー予測目的一有用性」の観点か らのテス ト,とい
うプロセスが規範化 されてお り,定義指向の会計原則における論理構成 と目的
指向の会計原則におけるそれ とが有機的に結びついていることが理解 されるの
である。いいかえると,「資金フロー」の本質規定たる 「キャッシュ ・フロー」
と,「キャッシュ ・フロー指向」 とが有機的に結合 した結果,「資金」の定義そ
れ自体が 「意思決定 一有用性」を指向するものとなっているのである。
討議資料は,以 上の観点か ら,運転資本以下,4つ の選択的諸定義をテス ト
する作業を開始するのであるが,そ こでは,こ れまでの考察に含意 されている
ように,「現金」ない し 「現金および短期投資」 という定義を支持する見解が
66)「企業か らのキャッシュ ・フローを予測 したいとい う投資者の願望 は,多 数の
意思決定 一有用性論者 をキャッシュ ・フロー指向へ と導いた」(AAA[1977],
P.13)。
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示されている。その理由は,か かる定義 に基づ く資金計算書が,キ ャッシュ ・
フロー予測お よびその他の利用 目的か らみて有用であ り67),しか も,原価配
分その他会計上の見積 の影響 を受けないために,財務諸表間の比較可能性を高
める68)とのことからである。
注意すべきは,以 上にみるように,討議資料が,外 部報告委員会 レポー トお
よび トゥルーブラッド報告 と同様に,資 金計算書から原価配分等の会計上の判
断を排除することを暗黙のうちに提案 していることである。すなわち,こ のこ
とから,FASBは,原 価配分 一収益費用対応原則の 「濫用」 に対する規制の
一環として,かかる問題を提起 していたことが理解されるのである69)。
か くして,1980年討議資料の延長線上に提起された定義が,基 準書第95号に
おける 「現金および現金等価物」なのである。かかるFASBの公式表明により,
外部報告実務において長い伝統をもつ,運 転資本を基調 とする資金計算書の公
開実務の歴史に終止符がうたれることになったのである。
(2)定義に代わる新たな問題の浮上とFASBの対応
1.直接法 と間接法の選択問題の理論的基底
これ までの検討から明 らかなように,「資金」の定義の問題については,討
議資料 をもって,一 応の決着をみたことになる。ところが,討 議資料における
資金計算書に関する議論をさらに検討 してゆ くと,FASBが新 たな難問に直
面 していたことが明らか となるのである。「直接法」 と 「間接法」の選択問題
が これである。
APB意見書第19号ではこの点についての言及がほとん どなく,また,目 的
指向の会計原則では,「収支」(直接法)に 基づ く資金計算書がたんに提唱され
ているにす ぎず,そ の理論的根拠は明示的ではない。この問題は,先行会計諸
原則においても,そ の主観的意図はともか く,未解決のまま放置されてきたも
67)FASB[1980],par.80.
68)FASB[1980],par.81.
69)こ の 点 に つ い て は,Wolketal.[1989],pp.337-339を参 照 され た い 。
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のなのである。
さて,討 議資料によれば,直 接法も,間接法 も,そ れぞれ固有の長所がある
とされている。直接法は,「実際の現金の源泉 と使途を示す」(par.102)とい
う点において,また,利用者に「利益が現金の源泉であるという誤解を与えない」
(par.103)という点において長所がある。他方,間接法は,利益 とキャッシュ ・
フローの差異の原因を明らかにする点においてその長所があ り,と りわけ,利
用者が将来キャッシュ ・フローを査定するにさいして,ま ず,過 去利益に基づ
いて将来利益を予想 した後に,過去利益 と過去のキャッシュ ・フローとの差異
にもとづ き,将来利益か ら将来キャッシュ ・フローを導 き出そうとする場合に,
有用な情報を提供する(par.104)。
か くして,討 議資料はい う。「直接法 と間接法の相対的な有用性は,利 用者
が将来キャッシュ ・フローを査定する場合に,ど のようなアプローチを採用す
るのか,す なわち,利 用者は,〔直接法による〕過去のキャッシュ ・フロー報
告か ら直接的に将来キャッシュ ・フローを査定 しようとするのか,そ れとも,
まず,将 来利益を査定 し,それに引 きつづいて利益 を現金ベイスに転換す るの
かの,い ずれかによるであろう」(par.106)。
これを要するに,討 議資料は,直 接法 と間接法のいずれを選択するか という
問題は,結局のところ,FASBが財務報告の目的として第一義的に重視する「将
来キャッシュ ・フロー査定目的一有用性」の観点から評価 されなければならな
い性質のものであるというのである。
すなわち,こ のことは,「キャッシュ ・フロー」 に関する最 もレレバ ントな
財務的表現が 「現金 フロー」ない しそれに近いフローであったとして も,それ
をキ ャッシュ ・フロー計算書本体 において実際に認識するさいに,「直接法」
でなければならないのか,そ れとも 「間接法」でなければならないのか,ど ち
らも有用である以上,必 ず しも一意的には決め られない,と いう状況を物語っ
ているのである。
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2.定義 と認識の分離の再生産 と 「データ拡大」
それでは,以 上にみる問題は,FASB基準書第95号においてどの ように処
理 されているのであろうか。そ して,そ のことは,ど のような問題性を内包し
ているのであろうか。
すでに述べたように,基準書は,直接法を 「推奨」 しなが らも,問接法 との
選択を作成者に委ねたかたちで,こ の問題を未解決のまま放置することになっ
た。すなわち,基準書は,定 義か らキャッシュ ・フロー計算書における認識 を
一意的に導出することを,事実上放棄 したといえよう。そ して,そ の結果,基
準書では,APB意 見書第19号とは異 なる,定 義 と認識との分離が再生産され
ることになったのである。
また,基 準書は,作 成者が直接法 を採用 した場合 には,「利益 と営業活動か
らの現金との調整表」を別表に添付することを要求 してお り,事実上,直 接法
の間接法との 「共存」をいわば積極的に推奨するものとなっている。その場合,
かかる基準書の提案は,さ きにみた トゥルーブラッド報告における財務活動計
算書のそれ ときわめて類似 した ものとなっていることに注意 されたい(前掲,
表1一 ① と表3と を比較 されたい)。これは,ま さに,「データ拡大」の具体
化に他ならないが,FASBが,先 行会計諸原則から意思決定 一有用性アプロー
チを継承 した以上,こ れもまた当然の帰結であるといえよう。
しかし,以上にみる2点 は,な にも基準書第95号に限ってみられるものでは
ない。例えば,定 義 と認識の分離は,FASB概念フレームワークにおいてお
馴染みのものであり,す なわち,概 念ステー トメント第5号(1984年)では,
定義 と財務諸表における認識および測定属性 との客観的な必然的関連性が切断
され,両 者がたんなる選択 と組合せの問題 として論 じられている70)。また,
「データ拡大」の例 としては,ASOBATにおける周知の 「多元的評価」(な
い し多欄的報告)の提案,さ らには,近 年にみるインフレ会計情報 に関する制
度上の取扱 など指摘することができよう。もちろん,「データ拡大」は,「会計
70)津守[1990],59頁を参 照 さ れ た い 。
190 商 学 討 究 第48巻第1号
情報の拡大」 として積極的な意味を有するが,そ の反面,こ んにちの会計原則
がいかに困難な問題 を抱えているかを,如 実に示す ものでもある71)。
このようにみてくると,基準書第95号にみる諸特徴 とは,こ んにちのアメリ
カ会計諸原則が一様に内包 している問題点 と,そ の性質において,軌 を同 じく
しているものとみるべ きであろう。
むすびにかえて
これまでの考察か ら明 らかなように,FASBは,先 行会計諸原則か ら定義
の体系 と目的論の体系 とを,FASBな りの観点 にもとづ き,継 承 ・摂取する
ことによって,「目的」 と 「定義」については,明 瞭でかつ精緻な議論 を展開
す ることができた といえよう。基準書第95号にみる 「現金および現金等価物」
という定義は,こ のことを示す重要な指標であ り,両会計原則の理論的系譜の
接合点 ともい うべ きものである。そして,こ のことにより,APB意見書第19
号 にみる問題点は一応克服されることになったのである。その限りにおいて,
基準書第95号は,キ ャッシュ・フロー計算書の開示のための明確な指針を示 し
たもの と評 しうるであろう。
しか し,そ うであるがゆえに,FASBは他方において,先 行会計諸原則が
未解決のまま放置 してきた問題をも,同時に継承することになったのである。
それが,い わゆる直接法と問接法の選択問題である。その結果,基 準書第95号
では,APB意 見書第19号とは異なる,「定義 と認識の分離」が再生産されて
71)こんにち,「デー タ拡大」は,本来財務諸表において解決されるべ き問題を 「公開」
次元 に委ね,さ まざまな会計上の論争 を武装解除 させ る安易 な手段 となってい
る といえよう。つ ぎの指摘に注意 されたい。「例 えば,〔デー タ拡大 とい う手段
を用いれば〕リース会計の代替的な形式に関す る論争は,つまらないもの となる。
完全な公開が決定的な問題 と見なされ,ど こで,あ るいは,ど のような方法で,
公開されるかは重要ではない。同様 に,公 開の拡大 は,伝 統的な測定論争を回
避す るための手段 とみるもの もいる。例えば,歴 史的数値 とカレン ト・コス ト
の両方 を市場関係者に報告すれば,イ ンフレーション会計に関する論争は,排
除されるであろう」(AAA[1977],p.38)。
会計原則設定史からみたFASB基準書第95号キャッシュ・フロー計算書の諸特徴 19ヱ
お り,ま た,「データ拡大」 といういわば巧妙な手段 によって,直 接法 と間接
法の共存が試み られている。 しかも,こ れらは,こ んにちアメリカ会計原則が
かかえる問題点そのものを端的に示す ものとなってお り,基準書第95号か ら得
られる重要な示唆 となっているのである。
さて,最 後になったが,本 稿では,課 題の制約上,い くつかの重要な問題に
ついては割愛せざるをえなかった。ひとつは,直 接法 と問接法の選択問題にか
かわるものであ り,本稿では,この問題の基本的性格を明らかにしたにすぎず,
詳細な論点 については言及で きていない。 もうひとつは,FASB概念 フレー
ムワークにおけるキ ャッシュ ・フロー計算書 の位置づけを解明することであ
る。これは,FASBにおけるキャッシュ ・フロー計算書の歴史的 ・理論的位
置づけを明確 にする上で,欠 くことので きない重要な作業となろう。以上につ
いては,今 後に残された課題 としてお きたい。
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